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(57)【要約】
【課題】調光率など照明の点灯状態を出力する機能を、
照明器具に容易に付加する。
【解決手段】監視装置１００は、電流検出部１１０、周
波数測定部１２０、点灯状態判定部１３０、点灯状態出
力部１４０を有する。電流検出部１１０は、放電灯を流
れる電流を検出する。周波数測定部１２０は、電流検出
部１１０が検出した電流の周波数を測定する。点灯状態
判定部１３０は、周波数測定部１２０が測定した周波数
に基づいて、放電灯の点灯状態を判定する。点灯状態出
力部１４０は、点灯状態判定部１３０が判定した点灯状
態を出力する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　放電灯を流れる電流を検出する電流検出部と、
　上記電流検出部が検出した電流の周波数を測定する周波数測定部と、
　上記周波数測定部が測定した周波数に基づいて、上記放電灯の点灯状態を判定する点灯
状態判定部と、
　上記点灯状態判定部が判定した点灯状態を出力する点灯状態出力部とを有することを特
徴とする監視装置。
【請求項２】
　上記電流検出部は、上記放電灯と電磁結合する電流検出コイルを有し、
　上記周波数測定部は、上記電流検出コイルに誘導された電流の周波数を測定することを
特徴とする請求項１に記載の監視装置。
【請求項３】
　上記監視装置は、上記電流検出コイルに誘導された電流から制御電源を生成する電源生
成部を有し、
　上記点灯状態判定部は、上記電源生成部が生成した制御電源を電源として動作すること
を特徴とする請求項２に記載の監視装置。
【請求項４】
　上記監視装置は、上記電流検出コイルに誘導された電流により充電される充電池を有し
、
　上記電源生成部は、上記充電池に充電された電圧から制御電源を生成することを特徴と
する請求項３に記載の監視装置。
【請求項５】
　上記電流検出部は、磁性材により構成された略環状の電流検出コアを有し、
　上記電流検出コイルは、上記電流検出コアを芯とすることを特徴とする請求項２乃至請
求項４のいずれかに記載の監視装置。
【請求項６】
　上記電流検出コアは、間隙と、上記間隙の大きさを変える可動部とを有することを特徴
とする請求項５に記載の監視装置。
【請求項７】
　上記電流検出部は、上記放電灯から放出される電波を受信する電流検出アンテナを有し
、
　上記周波数測定部は、上記電流検出アンテナが受信した電波の周波数を測定することを
特徴とする請求項１に記載の監視装置。
【請求項８】
　上記監視装置は、上記電流検出アンテナを上記放電灯の表面に押し当てるアンテナ押し
当て部を有することを特徴とする請求項７に記載の監視装置。
【請求項９】
　上記電流検出部は、上記放電灯から放出される光の強度を検出する光検出部を有し、
　上記周波数測定部は、上記光検出部が検出した光の強度の周波数を測定することを特徴
とする請求項１に記載の監視装置。
【請求項１０】
　上記監視装置は、周囲に人がいるか否かを検出する人感センサを有し、
　上記点灯状態出力部は、周囲に人がいると上記人感センサが検出した場合に、上記点灯
状態判定部が判定した点灯状態を表示することを特徴とする請求項１乃至請求項９のいず
れかに記載の監視装置。
【請求項１１】
　請求項１乃至請求項１０のいずれかに記載の監視装置と、
　上記放電灯を点灯する放電灯点灯装置と、
　上記点灯状態出力部が出力した点灯状態に基づいて、上記放電灯点灯装置を制御する照
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明制御装置とを有することを特徴とする照明システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、照明の点灯状態などを監視する監視装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　地球温暖化への関心が高まるなか、照明器具にも消費電力の削減が求められている。
　調光機能を有し、照明の明るさを調整することで、無駄な明るさをカットし、消費電力
を削減できる照明器具がある。
【０００３】
　また、照明の明るさを変化させるなどの指令を照明器具に入力するにあたり、専用のリ
モコンなどを使用せず、壁スイッチなど既存の設備を用いて、所定のパターンで壁スイッ
チをオンオフするなどの操作で、照明器具に指令を入力する技術がある。
【特許文献１】特開２００７－１９２７５８号公報
【特許文献２】再表２００５－８６３７５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　照明の明るさを変化させた場合、その明るさに目が慣れてしまうと違和感がなくなり、
調光率がどの程度になっているかわからなくなる場合がある。このため、調光機能を有す
る照明器具は、現在の調光率を表示する機能を有していることが望ましい。
【０００５】
　専用のリモコンを用いる場合であれば、リモコンに調光率表示機能を設けることができ
るが、壁スイッチなどを用いて調光率を操作する方式の場合、調光率表示機能を設けるこ
とが困難な場合がある。例えば、既存の照明器具を再利用して、内部の点灯装置だけを調
光機能を有するものと交換したような場合である。
【０００６】
　この発明は、例えば、上記のような課題を解決するためになされたものであり、調光率
など照明の点灯状態を出力する機能を、照明器具に容易に付加できるようにすることを目
的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　この発明にかかる監視装置は、放電灯を流れる電流を検出する電流検出部と、上記電流
検出部が検出した電流の周波数を測定する周波数測定部と、上記周波数測定部が測定した
周波数に基づいて、上記放電灯の点灯状態を判定する点灯状態判定部と、上記点灯状態判
定部が判定した点灯状態を出力する点灯状態出力部とを有することを特徴とする。
【発明の効果】
【０００８】
　この発明にかかる監視装置によれば、放電灯の点灯状態を出力する機能を、照明器具に
容易に付加することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　実施の形態１．
　実施の形態１について、図１～図６を用いて説明する。
【００１０】
　図１は、この実施の形態における監視装置１００の機能ブロックを示すブロック構成図
である。
　監視装置１００は、放電灯の点灯状態を監視する装置である。監視装置１００は、電流
検出部１１０、周波数測定部１２０、点灯状態判定部１３０、点灯状態出力部１４０を有
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する。
【００１１】
　電流検出部１１０は、放電灯を流れる電流（以下「ランプ電流」と呼ぶ。）を検出する
。電流検出部１１０は、ランプ電流の電流値を正確に検出する必要はなく、ランプ電流の
瞬時値が０（または０に近い値）であるか否かを検出できればよい。
【００１２】
　周波数測定部１２０は、電流検出部１１０が検出したランプ電流に基づいて、ランプ電
流の周波数（以下「点灯周波数」と呼ぶ。）を測定する。例えば、周波数測定部１２０は
、所定の時間（以下「測定時間」と呼ぶ。）の間にランプ電流が０になった回数（以下「
ゼロクロス回数」と呼ぶ。）を数える。測定時間をＴ秒、ゼロクロス回数をＮ回、点灯周
波数をｆヘルツとすると、ｆ＝Ｎ／２Ｔという関係が成り立つ。周波数測定部１２０は、
数えたゼロクロス回数に基づいて、点灯周波数ｆを算出する。なお、周波数測定部１２０
は、点灯周波数ｆを算出せず、測定時間Ｔを所定の値（例えば１ミリ秒）に固定して、数
えたゼロクロス回数Ｎを、点灯周波数ｆの代用としてもよい。
【００１３】
　点灯状態判定部１３０は、周波数測定部１２０が測定した点灯周波数（あるいはゼロク
ロス回数）に基づいて、放電灯の点灯状態を判定する。
【００１４】
　例えば、放電灯が消灯している場合、電流検出部１１０が検出するランプ電流は０のま
まなので、周波数測定部１２０が測定する点灯周波数は０になる。したがって、周波数測
定部１２０が測定した点灯周波数が０の場合、点灯状態判定部１３０は、放電灯が消灯し
ていると判定する。
【００１５】
　また、放電灯がインバータ方式の放電灯点灯装置に接続して点灯している場合、ランプ
電流の周波数は、放電灯点灯装置のインバータ回路の発振周波数（例えば５０ｋＨｚ～９
０ｋＨｚ）である。したがって、周波数測定部１２０が測定した点灯周波数が所定の範囲
内の周波数である場合、点灯状態判定部１３０は、放電灯が点灯していると判定する。
【００１６】
　特に、放電灯点灯装置が調光機能を備えている場合、放電灯点灯装置は、インバータ回
路の発振周波数を変更することで、放電灯の明るさを調整する。したがって、点灯状態判
定部１３０は、インバータ回路の発振周波数と放電灯の調光率との対応関係をあらかじめ
記憶しておくことにより、周波数測定部１２０が測定した点灯周波数に基づいて、放電灯
の調光率を判定することができる。
【００１７】
　点灯状態出力部１４０は、点灯状態判定部１３０が判定した判定結果を出力する。
　例えば、点灯状態出力部１４０は、複数のＬＥＤを有し、そのうちのいくつかを点灯す
ることにより、点灯状態判定部１３０が判定した調光率を表示する。例えば、点灯状態出
力部１４０は、放電灯が１００％出力で点灯している場合３つのＬＥＤのうちの１つを点
灯し、放電灯が８５％出力で点灯している場合ＬＥＤを２つ点灯し、放電灯が７０％出力
で点灯している場合すべてのＬＥＤを点灯する。この方式は、放電灯点灯装置の調光方式
が段調光である場合に好ましい方式である。
【００１８】
　あるいは、点灯状態出力部１４０は、１つのＬＥＤを有し、ＬＥＤを点灯あるいは点滅
することにより、点灯状態判定部１３０が判定した調光率を表示する。例えば、点灯状態
出力部１４０は、放電灯が１００％出力で点灯している場合ＬＥＤを連続点灯し、放電灯
が調光点灯している場合ＬＥＤを点滅させる。このとき、点灯状態出力部１４０は、調光
率が下がるにしたがって、点滅の周期を長くすることにより、点灯状態判定部１３０が判
定した調光率を表現する。この方式は、放電灯点灯装置の調光方式が連続調光である場合
に好ましい方式である。
【００１９】
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　また、点灯状態出力部１４０は、７セグメントの液晶表示装置を有し、液晶表示装置を
用いて数字を表示することにより、点灯状態判定部１３０が判定した調光率を表示しても
よい。なお、数字表示の場合、調光率に代えて、放電灯点灯装置の省エネ率（放電灯を１
００％出力で点灯した場合と比較して、放電灯点灯装置の消費電力が削減された割合）を
表示してもよい。その場合、点灯状態出力部１４０が、調光率と省エネ率との対応関係を
あらかじめ記憶しておき、点灯状態判定部１３０が判定した調光率を省エネ率に換算して
表示してもよいし、点灯状態判定部１３０が、インバータ回路の発振周波数と省エネ率と
の対応関係をあらかじめ記憶しておき、周波数測定部１２０が測定した点灯周波数から直
接省エネ率を求める構成としてもよい。
　このように、点灯状態出力部１４０が調光率や省エネ率を表示することにより、利用者
の省エネに対する意識を高めることができる。
【００２０】
　また、点灯状態出力部１４０は、点灯状態判定部１３０が判定した判定結果を表示する
のに加えて、もしくは、表示する代わりに、他の装置（例えばビル管理システム）に対し
て、判定結果を送信してもよい。他の装置は、判定結果を受信し、受信した判定結果に基
づいて、様々な処理をすることができる。例えば、他の装置は、照明が消えている部屋に
は人がいないと判断し、その部屋の空調を止めるなどの処理をする。あるいは、他の装置
は、部屋に人がいないはずの時間帯に照明が点灯した場合、侵入者がいると判断して、警
報を鳴らすなどの処理をする。
【００２１】
　このように、電流検出部１１０（センサ部）が放電灯（ランプ）の点灯情報を入力し、
点灯状態判定部１３０（演算部）が省エネ状態を判別して、点灯状態出力部１４０（表示
部）が表示する。
【００２２】
　図２は、この実施の形態における電流検出部１１０の具体的構造を示す斜視図である。
　電流検出部１１０は、電流検出コイル１１１、電流検出コア１１２を有する。
　電流検出コア１１２は、例えばフェライトなどの磁性材であり、全体としてドーナツ型
の形状を有する。電流検出コア１１２は、二つの腕部１１３と、可動部１１４とを有する
。
【００２３】
　二つの腕部１１３は、扇形状であり、互いに組み合わされることにより、全体としてリ
ング状になる。可動部１１４は、二つの腕部１１３の一方の端を回動可能に接続している
。可動部１１４により腕部１１３を回動させることにより、二つの腕部１１３の他方の端
の間の間隙１１５（分割部）の大きさを変化させることができる。
【００２４】
　間隙１１５の大きさを最も小さくした（電流検出コア１１２を「閉じた」）場合、電流
検出コア１１２は、内側に放電灯を通すことができる円環状になる。また、間隙１１５の
大きさを大きくした（電流検出コア１１２を「開いた」）場合、間隙１１５の大きさは、
放電灯の太さより大きくなり、放電灯を出し入れできる。
【００２５】
　腕部１１３の他端は、電流検出コア１１２の中心軸方向から見て、手前側と奥側に分か
れ、手前側は中心角の大きい扇型、奥側は中心角の小さい扇型になっていて、二つの腕部
１１３が係合する形である。これは、電流検出コア１１２を閉じたとき、間隙１１５の大
きさをできるだけ小さくすることにより、間隙１１５における磁気抵抗を小さくするため
である。
　電流検出コイル１１１は、いずれか一方の腕部１１３を芯として巻きつけられた巻線で
あり、例えば、１０ｍＨ程度のインダクタンスを有する。
【００２６】
　図３は、この実施の形態における監視装置１００をランプＬＡに取り付けた状態を示す
模式図である。
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　なお、電流検出部１１０以外の構成については、図示を省略している。
【００２７】
　照明器具２００は、放電灯を接続するランプソケット２０１と、ランプソケット２０１
を介して放電灯と接続する放電灯点灯装置（図示せず）とを有する。
【００２８】
　ランプＬＡ（蛍光ランプ）は、直管型放電灯であり、照明器具２００のランプソケット
２０１に接続している。
【００２９】
　電流検出部１１０は、ランプＬＡが照明器具２００に接続したままの状態で、電流検出
コア１１２を開き、ランプＬＡを挟み込み、電流検出コア１１２を閉じることにより、ラ
ンプＬＡに取り付けられる。
　なお、電流検出コア１１２は、閉じたときに腕部１１３が回動しないようにするための
ロック機構を有していてもよい。そうすれば、電流検出部１１０をランプＬＡに取り付け
たとき、電流検出コア１１２が開いて放電灯から外れるのを防ぐことができる。
【００３０】
　このように電流検出部１１０をランプＬＡに取り付けることにより、ランプ電流により
発生した磁束が、電流検出コア１１２により構成される磁気回路に捉えられ、ランプＬＡ
と電流検出コイル１１１とが電磁結合（磁気結合）する。これにより、電流検出コイル１
１１には、ランプ電流と同じ周波数の電流が誘導される。周波数測定部１２０は、電流検
出コイル１１１に誘導された電流の周波数を測定することにより、ランプ電流の周波数を
測定する。
【００３１】
　図４は、この実施の形態における監視装置１００が、ランプＬＡの点灯状態を判定する
点灯状態判定処理の流れを示すフローチャート図である。
　電流検出工程Ｓ５１２において、電流検出部１１０は、ランプ電流を検出する。すなわ
ち、電流検出コイル１１１に、ランプ電流と同じ周波数の電流が誘導される。
　電流検出部１１０がランプ電流を検出しない場合、すなわち、ランプ電流が流れていな
い場合は、消灯判定工程Ｓ５２１へ進む。
　電流検出部１１０がランプ電流を検出した場合は、周波数測定工程Ｓ５３２へ進む。
【００３２】
　消灯判定工程Ｓ５２１において、点灯状態判定部１３０は、ランプＬＡが消灯している
と判定する。その後、点灯状態出力工程Ｓ５４０へ進む。
【００３３】
　周波数測定工程Ｓ５３２において、周波数測定部１２０は、電流検出工程Ｓ５１２で電
流検出コイル１１１に誘導された電流の周波数を測定することにより、点灯周波数を測定
する。
【００３４】
　調光率判定工程Ｓ５３３において、点灯状態判定部１３０は、周波数測定工程Ｓ５３２
で周波数測定部１２０が測定した点灯周波数に基づいて、ランプＬＡの調光率を判定する
。
【００３５】
　点灯状態出力工程Ｓ５４０において、点灯状態出力部１４０は、消灯判定工程Ｓ５２１
または調光率判定工程Ｓ５３３で点灯状態判定部１３０が判定した判定結果を出力する。
　その後、電流検出工程Ｓ５１２に戻る。
【００３６】
　図５は、放電灯点灯装置の発振周波数と調光率との関係の一例を示すグラフ図である。
　例えば、ランプＬＡを１００％出力で点灯する場合、発振周波数は７６ｋＨｚ、８５％
出力の場合８１．５ｋＨｚ、７０％出力の場合８４ｋＨｚであるものとする。
【００３７】
　このとき、周波数測定部１２０が電流検出コイル１１１を流れる電流のゼロクロス回数
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を１ミリ秒間測定したとすると、周波数測定部１２０が測定するゼロクロス回数は、１０
０％出力の場合１５２回、８５％出力の場合１６３回、７０％出力の場合１６８回となる
。これに対応して、点灯状態判定部１３０は、例えば、ゼロクロス回数が１５７回以下な
ら調光率１００％と判定し、１５８回以上１６６回以下なら調光率８５％と判定し、１６
７回以上なら調光率７０％と判定する。
【００３８】
　図６は、この実施の形態における電流検出部１１０の具体的構造の変形例を示す斜視図
である。
【００３９】
　電流検出コア１１２は、円環状（円形状）でなく、この図に示すように方形環状（四角
形状）であってもよいし、放電灯の周囲を囲む磁気回路を形成できる形状であれば、他の
形状であってもよい。
　また、二つの腕部１１３は、同一の形状でなく、例えばこの図に示すように一方を略コ
字状、他方をＩ字状とするなど、異なる形状であってもよい。
【００４０】
　この実施の形態における監視装置１００は、放電灯（ランプＬＡ）を流れる電流（ラン
プ電流）を検出する電流検出部１１０と、上記電流検出部１１０が検出した電流の周波数
（点灯周波数）を測定する周波数測定部１２０と、上記周波数測定部１２０が測定した周
波数に基づいて、上記放電灯の点灯状態（点灯か消灯か、調光率、省エネ率など）を判定
する点灯状態判定部１３０と、上記点灯状態判定部１３０が判定した点灯状態を出力する
点灯状態出力部１４０とを有するので、照明器具２００を交換したりせずに、放電灯の点
灯状態を出力する機能を、照明器具２００に容易に付加することができる。点灯状態判定
部１３０は、ランプ電流の周波数に基づいて放電灯の点灯状態を判定するので、電流検出
部１１０は、ランプ電流の電流値を正確に検出する必要がなく、電流検出部１１０の構成
を簡略にすることができる。
【００４１】
　この実施の形態における電流検出部１１０は、上記放電灯（ランプＬＡ）と電磁結合す
る電流検出コイル１１１を有し、上記周波数測定部１２０は、上記電流検出コイル１１１
に誘導された電流の周波数を測定するので、放電灯を流れる電流の周波数を測定すること
ができる。電気的に非接触の構造なので、放電灯にワンタッチで取り付けることができ、
電気工事などをせずに、監視装置１００を容易に取り付け取り外しすることができる。
【００４２】
　この実施の形態における電流検出部１１０は、磁性材により構成された略環状の電流検
出コア１１２を有し、上記電流検出コイル１１１は、上記電流検出コア１１２を芯とする
ので、放電灯を電流検出コア１１２の中に通すことにより、電流検出コイル１１１と放電
灯とが電磁結合し、放電灯を流れる電流と同じ周波数の電流が、電流検出コイル１１１に
誘導される。
【００４３】
　この実施の形態における電流検出コア１１２は、間隙１１５と、上記間隙１１５の大き
さを変える可動部１１４とを有するので、放電灯を照明器具２００に接続したままで、放
電灯を挟み込む（クランプする）ことにより、電流検出コア１１２の中に放電灯を通すこ
とができ、電流検出部１１０を放電灯に容易に取り付けることができる。
【００４４】
　実施の形態２．
　実施の形態２について、図７～図１２を用いて説明する。
　なお、実施の形態１で説明した監視装置１００と共通する部分については、同一の符号
を付し、説明を省略する。
【００４５】
　図７は、この実施の形態における電流検出部１１０の具体的構造を示す斜視図及び部分
拡大図である。
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【００４６】
　電流検出部１１０は、支持部１９１、電流検出アンテナ１９２、アンテナ押し当て部１
９５を有する。
【００４７】
　支持部１９１は、電流検出部１１０をランプＬＡに固定するためのアームであり、ラン
プＬＡの周囲を囲む形状である。支持部１９１の上側は山型であり、この部分をランプＬ
Ａに引掛ける。支持部１９１の下側は真っ直ぐであり、内側にアンテナ押し当て部１９５
が固定されている。
【００４８】
　電流検出アンテナ１９２は、ランプ電流が流れることによりランプＬＡから放出される
微弱電波を検出するための空中線である。電流検出アンテナ１９２は、フレキシブル基板
１９３からなり、ループアンテナ部１９４（アンテナ部）がフレキシブル基板１９３の上
に形成されている。ループアンテナ部１９４の内側を電波が通ることにより、ループアン
テナ部１９４に起電力が発生し、電流が流れる。ループアンテナ部１９４を流れる電流の
周波数は、ランプ電流の周波数と等しい。
【００４９】
　アンテナ押し当て部１９５（バネ機構）は、電流検出アンテナ１９２と支持部１９１と
の間に設けられた弾性体（例えばバネ、ゴム、スポンジなど）であり、電流検出アンテナ
１９２をランプＬＡの表面に押し当てる。電波の強度は、発信源からの距離の二乗に反比
例するので、電波を受信するアンテナが発信源から近いほうが、受信強度が強くなる。ラ
ンプＬＡから放出される電波は非常に微弱なので、アンテナ押し当て部１９５が電流検出
アンテナ１９２をランプＬＡの表面に押し当てることにより、ループアンテナ部１９４を
流れる電流を少しでも大きくするとともに、ループアンテナ部１９４が他の発信源からの
電波を拾うのを防止する。
【００５０】
　なお、監視装置１００を構成する電流検出部１１０以外の構成は、支持部１９１に固定
される。他の構成が支持部１９１に固定されている位置はいずれの位置であってもよいが
、点灯状態出力部１４０がＬＥＤなどの表示装置を有する場合、ＬＥＤなどの表示装置は
、支持部１９１の下側の面に固定されているほうが、下から見やすいので好ましい。
【００５１】
　図８は、この実施の形態における電流検出部１１０の使用態様を示す模式図である。
　市販されている直管型放電灯には、いくつかの太さがある。例えば、ＦＬＲ管は直径３
２．５ｍｍ、ＦＬ４０／ＳＳ管は直径２８ｍｍ、Ｈｆ管は直径２５．５ｍｍである。
【００５２】
　支持部１９１の上側は山型なので、いずれの太さのランプＬＡにも適合し、ランプＬＡ
の上に引掛けることができる。また、アンテナ押し当て部１９５が、フレキシブル基板１
９３からなる電流検出アンテナ１９２をランプＬＡの表面に押し当てるので、いずれの太
さのランプＬＡに取り付けた場合であっても、電流検出アンテナ１９２がランプＬＡの表
面に接し、ランプＬＡから発射される微弱電波を捉えることができる。なお、電流検出ア
ンテナ１９２は、フレキシブル基板１９３でなく、通常の基板で構成されていてもよいが
、フレキシブル基板１９３で構成されているほうが、ランプＬＡの表面に沿うよう変形す
るので好ましい。
【００５３】
　なお、図示していないが、電流検出部１１０は、増幅回路を有する。増幅回路は、ルー
プアンテナ部１９４を流れる電流を増幅する。また、増幅回路は、バンドパスフィルタと
して機能し、ループアンテナ部１９４を流れる電流のうち、所定の周波数範囲内の電流だ
けを増幅する。ここで、所定の周波数範囲とは、ランプ電流の周波数となる可能性のある
周波数を含む範囲であり、例えば５０ｋＨｚ～１００ｋＨｚの範囲である。これにより、
ループアンテナ部１９４が他の発信源からの電波を拾ったとしても、周波数が異なるので
増幅されず、雑音の影響を抑えることができる。
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【００５４】
　周波数測定部１２０は、増幅回路が増幅したループアンテナ部１９４を流れる電流を入
力し、入力した電流の周波数を測定することにより、電流検出アンテナ１９２が受信した
電波の周波数（すなわち、ランプ電流の周波数）を測定する。
【００５５】
　このように、電流検出部１１０が電磁結合によりランプ電流を検出するのではなく、ラ
ンプＬＡから放出される電波によりランプ電流を検出する構成としても、実施の形態１と
同様の効果を得ることができる。
【００５６】
　図９は、この実施の形態における電流検出部の具体的構造の変形例を示す斜視図である
。
　図１０は、この実施の形態における電流検出部１１０ａの使用態様を示す模式図である
。
　図１１は、この実施の形態における電流検出部１１０ｂの使用態様を示す模式図である
。
　電流検出部１１０ａは、電流検出アンテナ１９２が、支持部１９１の上側の山型部分の
内側に設置されている。支持部１９１をランプＬＡの上に引掛けると、アンテナ押し当て
部１９５がなくても、電流検出アンテナ１９２がランプＬＡの表面にある程度密着する。
【００５７】
　電流検出部１１０ｂは、電流検出アンテナ１９２が、支持部１９１の上側の山型部分の
内側に設置されている点は、電流検出部１１０ａと同様であるが、電流検出アンテナ１９
２の両端部分が支持部１９１の側部に固定されているだけで、支持部１９１の上側の山型
部分には固定されていない。このため、ランプＬＡに取り付けていない状態では、電流検
出アンテナ１９２が垂れ下がっている。
【００５８】
　支持部１９１をランプＬＡの上に引掛けると、電流検出アンテナ１９２の余った部分が
垂れ下がるので、電流検出部１１０ａよりも、電流検出アンテナ１９２がランプＬＡの表
面に密着する。
【００５９】
　電流検出部１１０ｃは、ホルダー１９６を有する。ホルダー１９６（アンテナ押し当て
部）は、例えば板バネなどの弾性体により構成され、支持部１９１の側面または上面に固
定されていて、ランプＬＡを把持する。支持部１９１の上側には、電流検出アンテナ１９
２が固定されていて、ホルダー１９６がランプＬＡを把持すると、電流検出アンテナ１９
２がランプＬＡに押し当てられ、ランプＬＡの表面に密着する。なお、電流検出アンテナ
１９２は、フレキシブル基板１９３ではなく、通常の基板上に構成されていてもよい。
【００６０】
　図１２は、この実施の形態における電流検出部１１０の更に別の例を示す斜視図である
。
【００６１】
　電流検出部１１０は、ＦＰＬ型放電灯用のものであり、支持部１９１の形状がＦＰＬ型
放電灯と係合する形状となっている。また、電流検出アンテナ１９２が二つある。なお、
電流検出アンテナ１９２は、フレキシブル基板１９３ではなく、通常の基板上に構成され
ていてもよい。
【００６２】
　ＦＰＬ型放電灯は、直管型放電灯を途中で折り曲げて小型化した形状であり、隣接する
二本の放電管を流れる電流の向きは逆向きである。このため、二つの電流検出アンテナ１
９２は、逆極性に接続する。
【００６３】
　この実施の形態における電流検出部１１０は、上記放電灯（ランプＬＡ）から放出され
る電波を受信する電流検出アンテナ１９２を有し、上記周波数測定部１２０は、上記電流
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検出アンテナ１９２が受信した電波の周波数を測定するので、放電灯を流れる電流の周波
数を測定することができる。電気的に非接触の構造なので、放電灯にワンタッチで取り付
けることができ、電気工事などをせずに、監視装置１００を容易に取り付け取り外しする
ことができる。また、磁性材などの部品が不要なので、監視装置１００を小型化・軽量化
することができる。
【００６４】
　この実施の形態における監視装置１００は、上記電流検出アンテナ１９２を上記放電灯
（ランプＬＡ）の表面に押し当てるアンテナ押し当て部１９５を有するので、放電灯が放
出する微弱な電波を電流検出アンテナ１９２が効率よく受信することができる。
【００６５】
　実施の形態３．
　実施の形態３について、図１３を用いて説明する。
　なお、実施の形態１で説明した監視装置１００と共通する部分については、同一の符号
を付し、説明を省略する。
【００６６】
　図１３は、この実施の形態における監視装置１００の機能ブロックの構成を示すブロッ
ク構成図である。
　電流検出部１１０は、受光素子１１６を有する。受光素子１１６（光検出部）は、例え
ばフォトダイオードやフォトトランジスタであり、ランプＬＡが発した光を受光して、電
流に変換する。
　周波数測定部１２０は、受光素子１１６を流れる電流の交流成分について周波数を測定
する。
【００６７】
　ランプＬＡ内の放電は、ランプＬＡに印加される電圧の極性が逆転するたびに止まり、
ランプ電流が０になる。しかし、蛍光体の残光があるため、ランプＬＡは点滅せず、光り
続ける。ここで、ランプ電流が流れているときは、ランプＬＡが発する光が強く、ランプ
電流が０になったときは、蛍光体の残光のみなのでランプＬＡが発する光が弱い。
【００６８】
　したがって、受光素子１１６が受光した光の強さの変化に伴って、受光素子１１６を流
れる電流が変化する非飽和領域で、受光素子１１６を動作させれば、受光素子１１６を流
れる電流の交流成分の周波数は、ランプ電流の周波数と等しくなる。すなわち、周波数測
定部１２０が受光素子１１６を流れる電流の交流成分の周波数を測定することにより、ラ
ンプ電流の周波数を測定することができる。
【００６９】
　このように、電流検出部１１０が電磁結合によりランプ電流を検出するのではなく、ラ
ンプＬＡから放出される光によりランプ電流を検出する構成（光結合）としても、実施の
形態１と同様の効果を得ることができる。
【００７０】
　この実施の形態における電流検出部１１０は、上記放電灯（ランプＬＡ）から放出され
る光の強度を検出する光検出部（受光素子１１６）を有し、上記周波数測定部１２０は、
上記光検出部（受光素子１１６）が検出した光の強度の周波数を測定するので、放電灯を
流れる電流の周波数を測定することができる。電気的に非接触の構造なので、放電灯にワ
ンタッチで取り付けることができ、電気工事などをせずに、監視装置１００を容易に取り
付け取り外しすることができる。また、磁性材などの部品が不要なので、監視装置１００
を小型化・軽量化することができる。
【００７１】
　実施の形態４．
　実施の形態４について、図１４及び図１５を用いて説明する。
　なお、実施の形態１で説明した監視装置１００と共通する部分については、同一の符号
を付し、説明を省略する。
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【００７２】
　図１４は、この実施の形態における監視装置１００の機能ブロックの構成を示すブロッ
ク構成図である。
【００７３】
　電流検出部１１０は、実施の形態１で説明したものと同様であるが、実施の形態２ある
いは実施の形態３で説明したものと同様であってもよい。
　監視装置１００は、マイコン１６０を有する。マイコン１６０は、ＲＯＭなどの記憶装
置が記憶したプログラムを実行することにより、周波数測定部１２０、点灯状態判定部１
３０、駆動信号生成部１４１、モード設定部１６１などのブロックの機能を実現する。
【００７４】
　点灯状態出力部１４０は、駆動信号生成部１４１と、ＬＥＤ回路１４２とを有する。駆
動信号生成部１４１は、マイコン１６０によって実現され、点灯状態判定部１３０が判定
したランプＬＡの点灯状態に基づいて、ＬＥＤを点灯／点滅／消灯させる駆動信号を生成
する。ＬＥＤ回路１４２は、ＬＥＤを有し、駆動信号生成部１４１が生成した駆動信号に
基づいて、ＬＥＤを点灯／点滅／消灯する。
【００７５】
　また、監視装置１００は、電池１７１を有する。電池１７１は、マイコン１６０やＬＥ
Ｄ回路１４２に電源を供給する。
【００７６】
　モード設定部１６１は、マイコン１６０によって実現され、マイコン１６０の動作モー
ドを設定する。マイコン１６０の動作モードには、通常モードと待機モードとがあり、待
機モードは、通常モードと比較して消費電力が少ないモードである。例えば、通常モード
の動作電流が数ｍＡであるのに対し、待機モードの動作電流は数十μＡである。マイコン
１６０が何らかの割込信号を入力すると、待機モードから通常モードに復帰する。
【００７７】
　通常モード時において、モード設定部１６１は、点灯状態判定部１３０が判定した点灯
状態に基づいて、マイコン１６０の動作モードを待機モードにするか判定し、判定結果に
基づいて、マイコン１６０の動作モードを設定する。
【００７８】
　また、待機モード時において、電流検出部１１０がランプ電流を検出したことを表わす
信号を割込信号としてマイコン１６０が入力すると、マイコン１６０の動作モードが通常
モードに復帰する。
【００７９】
　図１５は、この実施の形態における監視装置１００がランプＬＡの点灯状態を判定する
点灯状態判定処理の流れを示すフローチャート図である。
　電流検出工程Ｓ５１２において、電流検出部１１０は、ランプ電流を検出する。
　ランプ電流が流れていない場合は、消灯判定工程Ｓ５２１へ進む。
　ランプ電流を検出した場合は、通常モード設定工程Ｓ５３１へ進む。
【００８０】
　消灯判定工程Ｓ５２１において、点灯状態判定部１３０は、ランプＬＡが消灯している
と判定する。
【００８１】
　ＬＥＤ消灯工程Ｓ５４１において、駆動信号生成部１４１は、ＬＥＤを消灯する駆動信
号を生成する。ＬＥＤ回路１４２は、駆動信号生成部１４１が生成した駆動信号に基づい
て、ＬＥＤを消灯する。
【００８２】
　待機モード設定工程Ｓ５５１において、モード設定部１６１は、マイコン１６０を待機
モードに設定する。その後、電流検出工程Ｓ５１２に戻る。
【００８３】
　これにより、マイコン１６０やＬＥＤ回路１４２における消費電力が抑えられ、電池１
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７１を長持ちさせる（電池寿命を延ばす）ことができる。
【００８４】
　通常モード設定工程Ｓ５３１において、モード設定部１６１は、マイコン１６０を通常
モードに設定する。
　周波数測定工程Ｓ５３２において、周波数測定部１２０は、電流検出工程５１２で電流
検出部１１０が検出したランプ電流に基づいて、点灯周波数を測定する。
　調光率判定工程Ｓ５３３において、点灯状態判定部１３０は、周波数測定工程Ｓ５３２
で周波数測定部１２０が測定した点灯周波数に基づいて、ランプＬＡの調光率を判定する
。
【００８５】
　ＬＥＤ点灯点滅工程Ｓ５４２において、駆動信号生成部１４１は、調光率判定工程Ｓ５
３３で点灯状態判定部１３０が判定したランプＬＡの調光率に基づいて、ＬＥＤを点灯あ
るいは点滅する駆動信号を生成する。ＬＥＤ回路１４２は、駆動信号生成部１４１が生成
した駆動信号に基づいて、ＬＥＤを点灯あるいは点滅する。その後、電流検出工程Ｓ５１
２に戻る。
【００８６】
　この実施の形態における監視装置１００は、モード設定部１６１を有し、上記モード設
定部１６１は、電流検出部１１０が放電灯（ランプＬＡ）を流れる電流を検出しない場合
に、点灯状態判定部１３０（マイコン１６０）を消費電力が低いモードに設定するので、
監視装置１００における消費電力を抑えることができる。
【００８７】
　実施の形態５．
　実施の形態５について、図１６を用いて説明する。
　なお、実施の形態４で説明した監視装置１００と共通する部分については、同一の符号
を付し、説明を省略する。
【００８８】
　図１６は、この実施の形態における監視装置１００の機能ブロックの構成を示すブロッ
ク構成図である。
【００８９】
　電流検出部１１０は、実施の形態１で説明したものと同様であり、電流検出コイル１１
１に誘導された電流により、ランプ電流を検出する。
【００９０】
　監視装置１００は、電源生成部１７２を有する。電源生成部１７２（電源回路）は、電
流検出部１１０がランプ電流を検出したことにより電流検出コイル１１１に誘導された電
流を入力し、入力した電流から、マイコン１６０やＬＥＤ回路１４２に供給する制御電源
を生成する。電源生成部１７２は、例えば、電流検出コイル１１１に誘導された電流によ
り充電されるコンデンサと、コンデンサに充電された電圧から所定の電圧（例えば５Ｖ）
の制御電源を生成する電圧安定化回路とを有する。
　マイコン１６０は、電源生成部１７２が生成した制御電源を電源として動作する。電流
検出部１１０がランプ電流を検出しない場合、電源生成部１７２が制御電源を生成しない
ので、マイコン１６０に電源が供給されず、マイコン１６０は動作を停止する。また、Ｌ
ＥＤ回路１４２にも電源が供給されないので、ＬＥＤは消灯する。このため、実施の形態
４と異なり、モード設定部１６１はなくてよい。
【００９１】
　この実施の形態における監視装置１００は、上記電流検出コイル１１１に誘導された電
流から制御電源を生成する電源生成部１７２を有し、上記点灯状態判定部１３０（マイコ
ン１６０）は、上記電源生成部１７２が生成した制御電源を電源として動作するので、点
灯状態判定部１３０を動作させるための電源を別途用意する必要がなく、放電灯が消灯し
ている間は、点灯状態判定部１３０の動作が停止して消費電力を抑えることができる。
【００９２】
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　なお、マイコン１６０とＬＥＤ回路１４２とに供給する電源が別系統であってもよい。
例えば、マイコン１６０の電源は電池１７１から取得し、ＬＥＤ回路１４２の電源は電源
生成部１７２から取得する構成としてもよい。
【００９３】
　実施の形態６．
　実施の形態６について、図１７～図１８を用いて説明する。
　なお、実施の形態４及び実施の形態５で説明した監視装置１００と共通する部分につい
ては、同一の符号を付し、説明を省略する。
【００９４】
　図１７は、この実施の形態における監視装置１００の機能ブロックの構成を示すブロッ
ク構成図である。
　電流検出部１１０は、実施の形態１で説明したものと同様である。
　監視装置１００は、充電池１７３、人感センサ１８０、検出結果判定部１５０を有する
。
　充電池１７３（二次電池、バッテリー、コンデンサ）は、電流検出コイル１１１に誘導
された電流により充電される。電源生成部１７２は、電流検出コイル１１１に誘導された
電流から制御電源を生成し、余った電流で充電池１７３を充電する。また、電流検出部１
１０がランプ電流を検出しない場合、電源生成部１７２は、充電池１７３に充電された電
圧から、制御電源を生成する。これにより、電流検出部１１０がランプ電流を検出しない
ときでも、マイコン１６０を動作させることができる。
【００９５】
　人感センサ１８０は、周囲に人がいるか否かを検出する。人感センサ１８０は、例えば
、焦電型赤外線センサである。周囲に人がいることを人感センサ１８０が検出した場合、
人感センサ１８０は、検出結果を表わす信号を生成する。人感センサ１８０が生成した信
号は、割込信号としてマイコン１６０が入力し、マイコン１６０が待機モードだった場合
は、通常モードに復帰する。
　検出結果判定部１５０は、マイコン１６０により実現され、人感センサ１８０の検出結
果を判定する。
【００９６】
　図１８は、この実施の形態における監視装置１００がランプＬＡの点灯状態を判定する
点灯状態判定処理の流れを示すフローチャート図である。
　検出結果判定工程Ｓ５１１において、検出結果判定部１５０が人感センサ１８０の検出
結果を判定する。
　人感センサ１８０が周囲に人を検出したと判定した場合、電流検出工程Ｓ５１２へ進む
。
　人感センサ１８０が周囲に人を検出していないと判定した場合、ＬＥＤ消灯工程Ｓ５４
１へ進む。
【００９７】
　電流検出工程Ｓ５１２において、電流検出部１１０がランプ電流を検出する。
　ランプ電流が流れていない場合は、消灯判定工程Ｓ５２１へ進む。
　ランプ電流を検出した場合は、通常モード設定工程Ｓ５３１へ進む。
【００９８】
　消灯判定工程Ｓ５２１において、点灯状態判定部１３０は、ランプＬＡが消灯している
と判定する。
　ＬＥＤ消灯工程Ｓ５４１において、駆動信号生成部１４１は、ＬＥＤを消灯する駆動信
号を生成する。ＬＥＤ回路１４２は、駆動信号生成部１４１が生成した駆動信号に基づい
て、ＬＥＤを消灯する。
　待機モード設定工程Ｓ５５１において、モード設定部１６１は、マイコン１６０を待機
モードに設定する。その後、検出結果判定工程Ｓ５１１に戻る。
【００９９】
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　通常モード設定工程Ｓ５３１において、モード設定部１６１は、マイコン１６０を通常
モードに設定する。
　周波数測定工程Ｓ５３２において、周波数測定部１２０は、電流検出工程５１２で電流
検出部１１０が検出したランプ電流に基づいて、点灯周波数を測定する。
　調光率判定工程Ｓ５３３において、点灯状態判定部１３０は、周波数測定工程Ｓ５３２
で周波数測定部１２０が測定した点灯周波数に基づいて、ランプＬＡの調光率を判定する
。
【０１００】
　ＬＥＤ点灯点滅工程Ｓ５４２において、駆動信号生成部１４１は、調光率判定工程Ｓ５
３３で点灯状態判定部１３０が判定したランプＬＡの調光率に基づいて、ＬＥＤを点灯あ
るいは点滅する駆動信号を生成する。ＬＥＤ回路１４２は、駆動信号生成部１４１が生成
した駆動信号に基づいて、ＬＥＤを点灯あるいは点滅する。その後、検出結果判定工程Ｓ
５１１に戻る。
【０１０１】
　このように、周囲に人がいることを人感センサ１８０が検出した場合のみ、ランプＬＡ
の点灯状態を判定して出力し、周囲に人がいないことを人感センサ１８０が検出した場合
は、ランプＬＡの点灯状態を判定しない。これにより、監視装置１００の消費電力を抑え
ることができる。
【０１０２】
　この実施の形態における監視装置１００は、上記電流検出コイル１１１に誘導された電
流により充電される充電池１７３を有し、上記電源生成部１７２は、上記充電池に充電さ
れた電圧から制御電源を生成するので、電流検出部１１０がランプ電流を検出していない
ときであっても、点灯状態判定部１３０（マイコン１６０）を動作させることができる。
【０１０３】
　この実施の形態における監視装置１００は、周囲に人がいるか否かを検出する人感セン
サ１８０を有し、上記点灯状態出力部１４０は、周囲に人がいると上記人感センサ１８０
が検出した場合に、上記点灯状態判定部１３０が判定した点灯状態を表示するので、周囲
に人がいる場合は、放電灯の点灯状態を通知でき、周囲に人がいない場合は、監視装置１
００の消費電力を抑えることができる。
【０１０４】
　実施の形態７．
　実施の形態７について、図１９を用いて説明する。
　なお、実施の形態６で説明した監視装置１００と共通する部分については、同一の符号
を付し、説明を省略する。
【０１０５】
　図１９は、この実施の形態における照明システム８００の全体構成を示すシステム構成
図である。
　照明システム８００は、監視装置１００、放電灯点灯装置２５０、照明制御装置３００
を有する。
　放電灯点灯装置２５０は、照明器具に内蔵され、照明器具に接続されたランプＬＡを点
灯する。
【０１０６】
　照明制御装置３００は、監視装置１００が判定したランプＬＡの点灯状態など表わす信
号を、無線通信により受信し、受信した信号が表わす点灯状態などに基づいて、放電灯点
灯装置２５０を制御する。なお、照明制御装置３００は、例えば、照明器具が放電灯点灯
装置２５０とともに内蔵するものであってもよいし、独立した別の装置であってもよい。
照明制御装置３００は、パソコンなどにより実現するものであってもよい。また、１つの
照明制御装置３００が、複数の監視装置１００から信号を受信したり、複数の放電灯点灯
装置２５０を制御したりして、集中管理を実施する構成としてもよい。
【０１０７】
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　監視装置１００において、点灯状態出力部１４０は、送信信号生成部１４３、無線送信
部１４４を有する。送信信号生成部１４３は、マイコン１６０により実現され、点灯状態
判定部１３０が判定したランプＬＡの点灯状態や、検出結果判定部１５０が判定した人感
センサ１８０の検出結果に基づいて、点灯状態などを表わす送信信号を生成する。無線送
信部１４４（無線モジュール）は、送信信号生成部１４３が生成した送信信号を、無線通
信により、照明制御装置３００に対して送信する。
【０１０８】
　照明制御装置３００は、無線送信部１４４が送信した送信信号を受信する。照明制御装
置３００は、受信した送信信号に基づいて、放電灯点灯装置２５０を制御する。例えば、
人感センサ１８０の検出結果に基づいて、ランプＬＡを点灯あるいは消灯するよう、放電
灯点灯装置２５０を制御する。あるいは、照明制御装置３００は、放電灯点灯装置２５０
以外の他の装置を制御してもよい。例えば、人感センサ１８０の検出結果に基づいて、空
調システムをオンオフしたり、セキュリティシステムに通報したりしてもよい。
【０１０９】
　この実施の形態における照明システム８００は、監視装置１００と、上記放電灯（ラン
プＬＡ）を点灯する放電灯点灯装置２５０と、上記点灯状態出力部１４０が出力した点灯
状態に基づいて、上記放電灯点灯装置２５０を制御する照明制御装置３００とを有するの
で、監視装置１００が検出した点灯状態に基づいて、放電灯点灯装置２５０を制御するこ
とができる。監視装置１００は、取り付け取り外しが容易なので、監視装置１００の設置
場所を変えることが容易であり、例えば、部屋のレイアウト変更などに伴って容易にシス
テム構成を変更することができる。
【０１１０】
　なお、監視装置１００は、照度センサなど他のセンサを有し、他のセンサの検出結果も
合わせて、照明制御装置３００に対して送信する構成としてもよい。逆に、監視装置１０
０は、ランプＬＡの点灯状態だけを表わす送信信号を生成して照明制御装置３００に対し
て送信してもよいし、人感センサ１８０の検出結果だけを表わす送信信号を生成して照明
制御装置３００に対して送信してもよい。
　また、点灯状態出力部１４０は、ランプＬＡの点灯状態などを表示せず、照明制御装置
３００に対して送信するのみとする構成としてもよい。
【０１１１】
　このように、監視装置１００は、放電灯（蛍光ランプ）より電気エネルギーを得て、マ
イコン１６０、人感センサ１８０（焦電型センサ）、無線送信部１４４（無線モジュール
）などを駆動する。これにより、簡単に人感センサを配置することができる。照明点灯時
は、放電灯から得た電気エネルギーにより、マイコン１６０、人感センサ１８０、無線送
信部１４４を駆動するとともに、充電池１７３（バッテリー）を充電する。照明消灯時は
、充電池１７３（バッテリー）により、マイコン１６０、人感センサ１８０、無線送信部
１４４を駆動する。なお、充電池１７３は、例えば電気二重層コンデンサなどの大容量の
コンデンサであってもよい。
【０１１２】
　なお、上述した例では、照明消灯時に、マイコン１６０を待機モードとすることにより
消費電力を削減し、ランプ電流検出あるいは人感センサによる検出を割込信号として、マ
イコン１６０を通常モードに復帰させる構成について説明したが、マイコン１６０におけ
る消費電力を削減する方式は、他の方式であってもよい。
【０１１３】
　例えば、ある周期（１秒以下であることが好ましい）で割込信号を発生するタイマ回路
を設け、照明消灯時に、マイコン１６０を待機モード（スリープモード）とし、タイマ回
路が発生した割込信号により、マイコン１６０を通常モードに復帰させる。マイコン１６
０は、通常モードに復帰したとき、ランプＬＡの点灯状態や人感センサ１８０の検出結果
を判定する。ランプＬＡが消灯している場合、モード設定部１６１は、マイコン１６０を
待機モードにする。これにより、ランプＬＡが消灯している場合であっても、マイコン１
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６０が、人感センサ１８０の検出結果を定期的に調べることができる。この構成は、人感
センサ１８０の出力信号を割込信号として利用できない場合や、照度センサなど他のセン
サを有する構成の場合に、特に有効である。
【０１１４】
　更に、タイマ回路は、充電池１７３（バッテリー）の残容量に基づいて、割込信号を発
生する周期を変化させ、残容量が少なくなるにつれて割込信号を発生する周期を長くする
など、マイコン１６０の休止比率（全期間に対する待機モードの期間の割合）を変化させ
る構成としてもよい。
【０１１５】
　なお、このようにして放電灯から取り出す電気エネルギーは、例えば電流値にして１０
ｍＡ程度である。これは、放電灯の誤差範囲内であるから、放電灯から電気エネルギーを
取り出すことにより放電灯点灯装置２５０に与える影響は、無視してよい。
【図面の簡単な説明】
【０１１６】
【図１】実施の形態１における監視装置１００の機能ブロックを示すブロック構成図。
【図２】実施の形態１における電流検出部１１０の具体的構造を示す斜視図。
【図３】実施の形態１における監視装置１００をランプＬＡに取り付けた状態を示す模式
図。
【図４】実施の形態１における監視装置１００が、ランプＬＡの点灯状態を判定する点灯
状態判定処理の流れを示すフローチャート図。
【図５】放電灯点灯装置の発振周波数と調光率との関係の一例を示すグラフ図。
【図６】実施の形態１における電流検出部１１０の具体的構造の変形例を示す斜視図。
【図７】実施の形態２における電流検出部１１０の具体的構造を示す斜視図及び部分拡大
図。
【図８】実施の形態２における電流検出部１１０の使用態様を示す模式図。
【図９】実施の形態２における電流検出部の具体的構造の変形例を示す斜視図。
【図１０】実施の形態２における電流検出部１１０ａの使用態様を示す模式図。
【図１１】実施の形態２における電流検出部１１０ｂの使用態様を示す模式図。
【図１２】実施の形態２における電流検出部１１０の更に別の例を示す斜視図。
【図１３】実施の形態３における監視装置１００の機能ブロックの構成を示すブロック構
成図。
【図１４】実施の形態４における監視装置１００の機能ブロックの構成を示すブロック構
成図。
【図１５】実施の形態４における監視装置１００がランプＬＡの点灯状態を判定する点灯
状態判定処理の流れを示すフローチャート図。
【図１６】実施の形態５における監視装置１００の機能ブロックの構成を示すブロック構
成図。
【図１７】実施の形態６における監視装置１００の機能ブロックの構成を示すブロック構
成図。
【図１８】実施の形態６における監視装置１００がランプＬＡの点灯状態を判定する点灯
状態判定処理の流れを示すフローチャート図。
【図１９】実施の形態７における照明システム８００の全体構成を示すシステム構成図。
【符号の説明】
【０１１７】
　１００　監視装置、１１０　電流検出部、１１１　電流検出コイル、１１２　電流検出
コア、１１３　腕部、１１４　可動部、１１５　間隙、１１６　受光素子、１２０　周波
数測定部、１３０　点灯状態判定部、１４０　点灯状態出力部、１４１　駆動信号生成部
、１４２　ＬＥＤ回路、１４３　送信信号生成部、１４４　無線送信部、１５０　検出結
果判定部、１６０　マイコン、１６１　モード設定部、１７１　電池、１７２　電源生成
部、１７３　充電池、１８０　人感センサ、１９１　支持部、１９２　電流検出アンテナ
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、１９３　フレキシブル基板、１９４　ループアンテナ部、１９５　アンテナ押し当て部
、１９６　ホルダー、２００　照明器具、２５０　放電灯点灯装置、３００　照明制御装
置、８００　照明システム、ＬＡ　ランプ。
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